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Ａ．研究目的 

ワクチンの費用対効果分析では、ワクチン

費、接種費、疾病の診療費、接種後有害事

象・副反応等に伴う医療費だけでなく、接

種・受診・療養・看護・介護に伴い、本人、

保護者、家族、介護者の時間が失われる場合

がある。これらは公的医療費には含まれな

いが、社会全体からみれば費用または便益

として評価し得る。特に、小児ワクチンでは

保護者の付き添い・看護時間、成人ワクチン

本研究では、ワクチン費用対効果分析における社会的費用の標準的な取扱いについて、国

内指針案を作成した。ワクチン評価では、公的医療費に加え、接種、受診、療養、看護・介護に

伴う本人、保護者、家族、介護者の時間損失や生産性損失が、分析結果や政策判断に影響し

得る。一方で、これらの費用をどの範囲で含め、どのように測定・金銭換算するかについては、

分析者間でばらつきが生じやすい。そこで、国内の費用対効果評価ガイドライン、予防接種の

費用対効果評価に関する研究ガイドライン、CHEERS 2022 等を参照し、社会的費用の費目、

算出方法、結果提示方法を整理した。 

その結果、公的医療の立場による分析を基本分析として必ず提示したうえで、ワクチン導入が

本人や家族等の生産性、看護・介護時間に直接影響する場合には、社会の立場からの追加分

析を併せて提示することを提案した。社会的費用は、接種関連損失、罹患関連欠勤、家族・介

護者損失、インフォーマルケア、直接非医療費等に区分し、人的資本法、国内平均賃金、年齢

階級別就業率、国内データの優先利用を基本とすることを推奨した。また、二重計上や公平性

に配慮し、死亡による将来所得損失は、公的医療の立場による基本分析および社会の立場に

よる追加分析の標準設定には含めず、必要に応じてシナリオ分析として扱うこととした。 

本指針案は、ワクチンの社会的価値を適切に把握し、政策判断の透明性と比較可能性を高

めるための実務的枠組みである。 
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では本人の欠勤や就業中の生産性低下、疾

患によっては家族等の介護負担が分析結果

の解釈に影響し得る。 

わが国では、中央社会保険医療協議会にお

ける費用対効果評価の分析ガイドラインが、

公的医療の立場を基本とし、公的医療の立

場以外から分析する場合でも公的医療の立

場の分析を実施すること、検診やワクチン

等の予防技術を公的医療保険制度に含まれ

るものと同様に扱うこと、評価対象技術の

導入が生産性に直接影響する場合には、よ

り広範な費用を考慮する立場からの分析を

行い得ることを示している[1]。また、予防

接種の費用対効果の評価に関する研究ガイ

ドラインでは、ワクチン導入が被接種者本

人や家族等の生産性に直接影響する場合に

は社会の立場からの分析をあわせて行うこ

と、接種に伴う損失、感染症罹患に伴う損

失、本人・家族等の看護・介護者損失を項目

別に算出することが示されている[2]。 

しかし、実際の分析では、どの費目を社会

的費用に含めるか、欠勤・介護時間をどのよ

うに定義するか、賃金単価に全体平均、年齢

別、性別、性年齢別のいずれを用いるか、就

業率を考慮するか、プレゼンティーイズム

や死亡による将来所得損失をどの分析に含

めるかなど、分析者間でばらつきが生じや

すい。社会的費用を過度に広く含めると、健

康アウトカムとの二重計上や、所得水準に

よる価値づけの差といった公平性上の問題

が生じ得る。一方で、社会的費用を全く含め

ない場合、ワクチン導入によって回避され

る家族・介護者負担や労働損失を過小評価

するおそれがある。 

本研究の目的は、ワクチン費用対効果分析

における社会的費用の取り扱いについて、

国内で標準的に用いることができる指針案

を作成することである。具体的には、以下の

事項を整理した。 

・公的医療の立場、公的医療・介護の立場、

社会の立場の位置づけと結果提示方法 

・社会的費用に含める費目と、公的医療の

立場による基本分析、追加分析、シナリオ

分析に分ける基準 

・生産性損失、インフォーマルケア、直接非

医療費等の標準的な算出式とデータソー

スの優先順位 

・賃金単価、就業率、対象年齢、家族・介護

者属性、プレゼンティーイズム、死亡損失

等の具体的取扱い 

・分析結果の透明性、比較可能性、再現性を

高めるための標準報告項目 

 

Ｂ．研究方法 

検討対象は、ワクチン費用対効果分析に

おいて公的医療費以外に発生し得る費用お

よび関連する公的支出とした。具体的に

は、生産性損失、インフォーマルケア、接

種・受診に伴う時間費用、直接非医療費、

プレゼンティーイズム、死亡または後遺症

に関連する損失を対象候補とした。なお、

本報告書では、社会の立場から考慮し得る
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費用のうち、公的医療費以外に発生する本

人・家族・介護者の時間損失、生産性損

失、インフォーマルケア費用、直接非医療

費等を主に「社会的費用」と呼ぶ。ただ

し、公的介護費は本人や家族の時間損失と

は性質が異なるため、公的医療・介護の立

場における追加費用として区別して扱う。 

国内指針案の作成にあたり、主に以下の

資料を参照した。第 1 に、中央社会保険医

療協議会における費用対効果評価の分析ガ

イドライン 2026年度版を参照し、公的医

療の立場を基本とする国内制度上の位置づ

けを確認した[1]。第 2 に、予防接種の費

用対効果の評価に関する研究ガイドライン

を参照し、ワクチン評価における社会の立

場、生産性損失、家族等の看護・介護者損

失、人的資本法、賃金単価、就業率、プレ

ゼンティーイズムの取り扱いを確認した

[2]。第 3に、CHEERS 2022 の報告要件を

参照し、分析の立場、費用項目、データソ

ース、仮定、不確実性を明示する報告様式

を検討した[3]。 

本指針案の作成にあたっては、分担研究

「ワクチンの費用効果分析における生産性

損失の算出方法に関する比較検討」におい

て実施された先行研究レビューの結果を基

礎資料として参照した。同レビューで整理

された、生産性損失、介護者損失、インフ

ォーマルケア、金銭換算方法、賃金単価、

就業率等の論点を踏まえ、国内指針案とし

て標準的な取扱いを検討した[4]。 

参照資料および先行研究レビューで整理

された論点を、国内制度との整合性、分析

者間の比較可能性、二重計上の回避、国内

データの利用可能性、透明性、公平性、実

務負担の観点から統合した。指針案は、基

本方針を示したうえで、分析の立場、費目

別の標準的取り扱い、標準算出式、データ

選択、シナリオ分析、報告方法を提示する

構成とした。 

 

（倫理面への配慮） 

本報告書は、公表済みの指針、報告ガイ

ダンスおよび文献レビュー結果に基づく方

法論的検討であり、個人を識別し得る情報

は取り扱わなかった。また、個票データや

要配慮個人情報を用いた分析は実施してい

ない。 

 

Ｃ．研究結果 

本研究では、ワクチン費用対効果分析にお

いて社会的費用をどのように取り扱うべき

かについて、既存指針、報告ガイダンス、

先行研究レビューを踏まえて整理した。そ

の結果、ワクチンの政策評価においては、

公的医療費を中心とする分析を基本としつ

つ、ワクチン導入によって本人、保護者、

家族、介護者の時間利用や生産性に直接的

な影響が生じる場合には、社会の立場から

の追加分析を行うことが妥当であると考え

られた。 
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1. 分析の立場と結果提示 

ワクチン費用対効果分析では、まず公的

医療の立場による分析を基本分析として必

ず提示することを基本方針とした。これは、

国内の費用対効果評価制度や既存ガイドラ

インとの整合性を確保するためである。 

一方で、ワクチンは疾病の発症や重症化

を予防することにより、医療費だけでなく、

欠勤、通院・入院に伴う時間損失、保護者や

家族による看護・介護時間などにも影響を

及ぼす。そのため、これらの影響が重要と考

えられる場合には、社会の立場からの分析

を追加的に実施し、公的医療の立場による

結果と併記することが望ましいと整理した。 

なお、公的介護費は、本人や家族の時間損

失、生産性損失、直接非医療費とは異なり、

公的制度から支出される費用である。その

ため、本指針案では、公的医療の立場による

基本分析を政策判断の基礎として維持しつ

つ、介護サービス利用への影響が重要な疾

患では公的医療・介護の立場による分析を

追加し、生産性損失や家族・介護者負担が重

要な場合には社会の立場による分析を併記

する構成とした。 

特に、社会的費用を含めることによって

ICERや費用削減額の解釈が変化する場合に

は、単に結果を示すだけでなく、どの費目が

結果に大きく影響したのか、その推計に用

いたデータの確実性はどの程度かを明示す

る必要がある。（表１） 

2. 社会的費用に含める費目 

社会的費用としては、接種に伴う本人ま

たは保護者の時間損失、疾病罹患に伴う本

人の欠勤、入院・外来受診に伴う時間損失、

家族・介護者による看護・介護時間、インフ

ォーマルケア、接種・受診に伴う交通費等の

直接非医療費を主な対象候補とした。 

これらの費目は、社会的費用として一括

して扱うのではなく、費目別に区分して報

告することが重要である。すなわち、誰の損

失を対象としたのか、どのイベントに伴う

損失なのか、損失時間をどのように設定し

たのか、どの単価や就業率を用いたのかを

明確に示す必要がある。 

また、すべての公的医療費以外の費用を

一律に含めるのではなく、データの確実性、

疾患・ワクチンとの関連性、二重計上の可能

性を考慮し、公的医療の立場による基本分

析、社会の立場による追加分析の標準設定、

シナリオ分析に分けて取り扱うことが妥当

であると考えられた。（表２） 

3. 生産性損失とインフォーマルケアの算

出方法 

有償労働に関する生産性損失の算出には、

人的資本法を基本とすることを提案した。

具体的には、対象者数、イベント発生確率、

損失時間、就業率、賃金単価を用いて推計す

る方法である。 

本人の生産性損失については、原則として

就業可能年齢の範囲で算出し、就業率を考

慮することを基本とした。賃金単価につい
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ては、国内の賃金構造基本統計調査等に基

づく全産業・全性別の平均賃金を基本とし、

必要に応じて年齢階級別の賃金を用いるこ

ととした。 

家族・介護者の損失については、患者の接

種、受診、療養、看護・介護に伴い、家族や

介護者が有償労働に従事できなかった時間

を主な対象とし、就業率と賃金単価を用い

て推計することを基本とした。家事、余暇、

無償ケア時間の価値を金銭換算する場合に

は、機会費用法または代替費用法を用いた

シナリオ分析として別掲し、有償労働損失

との重複計上を避ける。小児ワクチンでは、

保護者 1 名の付き添いまたは看護時間を標

準的な設定とし、複数の介護者が関与する

場合や長期の介護が必要となる場合には、

シナリオ分析として扱うことが適切である。 

インフォーマルケアについては、家族等に

よる無償の看護・介護時間を評価する場合

に、その時間に失われた機会の価値を用い

る機会費用法、または同等のサービスを市

場で購入した場合の費用を用いる代替費用

法により金銭換算する方法が考えられる。

ただし、同一の時間を有償労働損失とイン

フォーマルケア費用の双方に重複して計上

しないよう留意する必要がある。 

標準的な算出式は、以下のとおりである。 

・本人の有償労働に関する生産性損失 ＝ 

Σ（対象者数 × イベント発生確率 × 損

失時間 × 就業率 × 賃金単価） 

・家族・介護者の有償労働損失 ＝ Σ（患者

数 × 介護者を要する割合 × 介護者人

数 × 介護時間 × 介護者就業率 × 介

護者賃金単価） 

・直接非医療費 ＝ Σ（資源消費量 × 単

価） 

・公的医療・介護の立場における総費用 ＝ 

公的医療費 ＋ 公的介護費 

・社会の立場における総費用 ＝ 公的医療

費 ＋ 直接非医療費 ＋ 生産性損失 ＋ 

インフォーマルケア費用（公的介護費を含

める場合は別掲） 

データソースは、国内の直接測定データを

最優先とし、国内データが利用できない場

合に限り、国内外の文献値または仮定値を

用いることとした。仮定値を用いる場合は、

複数のシナリオを提示し、結果の不確実性

を明示する必要がある。（表３） 

4. 基本分析から除外または慎重に扱う費

目 

プレゼンティーイズムについては、就業中

の生産性低下を反映する重要な費目となり

得るが、測定方法やデータの信頼性にばら

つきがある。そのため、妥当性が確認された

質問票や信頼できるデータがある場合に限

り、シナリオ分析として扱うことが望まし

いとした。 

死亡による将来所得損失については、QALY

または生存年を効果指標とする分析におい

て、健康アウトカムとの二重計上が問題と

なり得る。さらに、所得水準によって生命の

経済的価値が異なるように見えるという公
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平性上の課題もある。このため、死亡による

将来所得損失は、公的医療の立場による基

本分析および社会の立場による追加分析の

標準設定には含めず、政策目的上必要な場

合に限り、シナリオ分析として別掲するこ

とを提案した。 

後遺症や長期障害に伴う生産性損失、長期

的な介護負担については、疾患特性によっ

て重要性が大きく異なる。したがって、国内

データまたは妥当な仮定に基づいて推計可

能な場合には追加分析として扱い、データ

が不十分な場合には感度分析またはシナリ

オ分析によって不確実性を示すことが必要

である。 

5. ワクチン特性に応じた適用方針 

社会的費用の重要性は、対象となるワクチ

ンや疾患の特性によって異なる。小児ワク

チンでは、本人の有償労働損失は通常考慮

しない一方で、保護者の接種付き添い時間、

看護時間、入院・外来受診に伴う欠勤が重要

な費目となる。そのため、保護者 1 名によ

る付き添いを基本設定とし、接種時間や看

護時間については複数のシナリオを設定す

ることが望ましい。 

成人ワクチンでは、就業年齢層を対象とす

る場合には本人の罹患関連欠勤や接種関連

時間損失が重要となる。一方、高齢者を主対

象とするワクチンでは、本人の就業率が低

くなるため、本人の生産性損失だけでなく、

家族・介護者負担や公的介護費への影響を

検討する必要がある。 

また、複数回接種や同時接種を伴うワクチ

ンでは、接種回数に応じて付き添い時間を

単純に加算すると、社会的費用を過大に見

積もる可能性がある。そのため、別々に受診

する場合、既存の受診機会に上乗せされる

場合、同時接種により受診回数が減る場合

などを区別して検討することが重要であ

る。（表４） 

6. 標準シナリオ分析 

社会的費用は、損失時間、賃金単価、就業

率、介護者属性などの仮定に大きく影響さ

れる。そのため、公的医療の立場による基本

分析に加え、社会の立場による追加分析の

標準設定と、主要仮定を変化させたシナリ

オ分析を提示することが望ましい。（表５） 

7. 報告方法と政策判断への活用 

社会的費用を含む分析では、総費用や ICER

だけでなく、社会的費用の内訳を明示する

ことが重要である。具体的には、接種関連損

失、罹患関連欠勤、家族・介護者損失、直接

非医療費等を分けて示し、それぞれの推計

方法、データソース、仮定を記載することを

標準とした。 

政策判断においては、公的医療の立場によ

る結果を政策判断の基礎として用い、社会

の立場による結果を、ワクチン導入による

より広い便益や負担を把握するための補助

情報として位置づけることが適切である。

社会的費用を含めた結果が公的医療の立場

による結果と大きく異なる場合には、その

差がどの費目によって生じたのかを説明し、
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データの確実性や公平性上の留意点をあわ

せて示す必要がある。 

以上を踏まえ、本研究では、ワクチン費用

対効果分析における社会的費用の取扱いに

ついて、公的医療の立場による基本分析を

必ず提示し、社会の立場からの追加分析を

標準的に提示する国内指針案を作成した。

これにより、ワクチンの社会的価値を過小

評価しない一方で、分析の透明性、比較可能

性、再現性を高めるための実務的枠組みを

提示した。（表６） 

 

Ｄ．考察 

本報告書で提示した国内指針案は、公的医

療の立場による基本分析を政策判断の基礎

として維持しつつ、ワクチンが本人、保護

者、家族、介護者の時間利用や生産性に直接

影響する場合には、社会の立場からの追加

分析を標準的に実施することを提案するも

のである。この構成により、国内の費用対効

果評価制度との整合性を保ちながら、定期

接種化等の政策判断に必要な社会的便益・

負担を併せて把握できる。 

本指針案は、既存制度における公的医療の

立場の分析を置き換えるものではなく、公

的医療の立場の結果を政策判断の基軸とし

て維持したうえで、社会的費用を補助的か

つ透明に提示するための実務的枠組みであ

る。これにより、ワクチン導入の社会的価値

を把握しつつ、分析の立場の違いが結論に

与える影響を政策担当者が確認できる。 

第 1 の意義は、費目の透明性を高める点で

ある。社会的費用は総額で提示されると、接

種関連損失、罹患関連欠勤、家族・介護者損

失、プレゼンティーイズム等のどの項目が

結果を左右したのかが分かりにくい。本指

針案では、費目別の算出、対象者、損失時間、

単価、就業率、データソース、仮定を標準的

に報告することを求めるため、分析者間の

比較可能性と再現性が向上すると考えられ

る。 

第 2 の意義は、二重計上と公平性上の課題

を明示的に管理する点である。QALYまたは

生存年を効果指標とする分析で死亡による

将来所得損失を標準的な費用推計に含める

と、健康アウトカムとの二重計上が問題と

なり得る。また、賃金単価に性別や職種別の

実賃金を用いると、所得水準の差を健康政

策の価値判断に持ち込む可能性がある。本

指針案では、死亡損失を公的医療の立場に

よる基本分析および社会の立場による追加

分析の標準設定から除外し、必要時にシナ

リオ分析とすること、賃金単価は公平性を

考慮して全産業・全性別平均を基本とする

ことを提案した。 

第 3の意義は、ワクチン特性に応じた柔軟

な適用を可能にする点である。小児ワクチ

ンでは保護者・介護者損失が主要な社会的

費用となる一方、成人ワクチンでは本人の

欠勤、通院、後遺症、介護負担が相対的に重

要となる。さらに、複数回接種や同時接種で

は接種付き添い時間の単純加算が過大推計
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につながる可能性がある。本指針案は、標準

設定を示しつつ、ワクチン特性別のシナリ

オ分析を併用する構造とした。 

一方で、本指針案には限界がある。第 1 に、

社会的費用の各パラメータについて、国内

の実測データが十分でない領域がある。特

に、接種に要する実時間、保護者の付き添い

時間、家庭内看護時間、プレゼンティーイズ

ム、後遺症に伴う長期介護時間については、

ワクチン・疾患別の国内データ整備が必要

である。第 2 に、就業率や賃金単価の取り

扱いは、効率性だけでなく公平性に関わる

価値判断を含むため、政策担当者、臨床家、

患者・家族、介護者、医療経済専門家等を含

む合意形成が必要である。第 3 に、本報告

書は指針案の提示を目的としており、実際

のワクチン評価に適用した場合の影響や実

装可能性については、今後のケーススタデ

ィで検証する必要がある。第 4 に、本報告

書は国内指針案の作成を目的とした方法論

的整理であり、先行研究レビューの詳細な

検索・選定過程は別の分担研究報告書にお

いて扱われている。したがって、本指針案の

実装にあたっては、個別ワクチンの疾患特

性、接種体制、対象年齢、利用可能な国内デ

ータに応じて、費目の採否とシナリオ分析

の範囲を明示する必要がある。 

今後は、本指針案を用いて、対象年齢や疾

病特性が異なる複数のワクチンで試行分析

を行い、社会的費用の内訳、ICER への影響、

データ入手可能性、分析者の実務負担を検

証することが望ましい。また、標準報告項目

をチェックリスト化し、提出資料の様式に

組み込むことで、社会的費用を含む分析の

透明性を継続的に高めることができる。 

 

Ｅ．結論 

ワクチン費用対効果分析における社会的

費用の取り扱いについて、公的医療の立場

による基本分析を必ず提示することとし、

ワクチン導入が本人、保護者、家族、介護者

の生産性や看護・介護時間に直接影響する

場合には、社会の立場からの追加分析を標

準的に実施する国内指針案を作成した。 

本指針案では、社会的費用を接種関連損失、

罹患関連欠勤、家族・介護者損失、インフォ

ーマルケア、直接非医療費、プレゼンティー

イズム、死亡・後遺症関連損失等に分け、公

的医療の立場による基本分析、社会の立場

による追加分析の標準設定、シナリオ分析

の取扱いを具体化した。算出方法としては、

人的資本法、国内平均賃金、年齢階級別就業

率、国内データ優先、費目別報告、二重計上

の回避、標準シナリオ分析を中核に置いた。 

本指針案は、ワクチンの社会的価値を過小

評価しない一方で、所得水準や性別役割に

依存した評価を政策判断に過度に反映させ

ないための実務的枠組みである。今後、複数

のワクチン評価への適用、国内データの整

備、関係者による合意形成を通じて、指針案

の妥当性と実装可能性を検証する必要があ

る。 
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